
おきなわフィナンシャルグループのあゆみ

沖縄銀行は、1956年6月、県内初の市中銀行として誕生し

ました。米国民政府統治のもと、戦後復興から発展へと成

長が続く沖縄社会のなかで、中枢金融機関として県民に寄

り添い、「地域密着・地域貢献」という経営理念を実践してき

ました。1972年の本土復帰の際には、通貨確認や通貨交

換など、地域社会における大きな役割を果たし、現在に至る

までサービス・利便性の向上に率先して取り組み、沖縄の発

展に貢献しています。そして2021年、おきなわフィナンシャル

グループを設立。沖縄とともに、更なる成長を目指しています。 設立当時の沖縄銀行本店

1956 1979 1982 1985 1987 1990 2004 2014 2017 2021

1940— 1950— 1960— 1970— 1980—

1945	第二次世界大戦 終結
1946	沖縄中央政府 設立

沖縄銀行 設立

1951	サンフランシスコ講和条約・	
	 日米安全保障条約 締結
1956	日本、国際連合へ加盟

1964	東京オリンピック開催 1972	沖縄 本土復帰
1973	第一次オイルショック
1975	沖縄国際海洋博覧会
1978	第二次オイルショック

1985	プラザ合意
1989	消費税導入

1987	東京証券取引所二部・	
	 福岡証券取引所上場
1989	東京証券取引所一部上場

2019	おきぎんグループ	
	 SDGs宣言 制定
2021	持株会社体制へ移行

社会の動き

1990— 2000— 2010— 2020—

1991	 バブル崩壊
1995	 阪神・淡路大震災

2000	 九州・沖縄サミット 開催
2008	 リーマンショック

2011	 東日本大震災
2019	 首里城 焼失

2020	 新型コロナウイルス	
	 感染症 拡大
2021	 東京オリンピック・	
	 パラリンピック 開催
2022	 沖縄県本土復帰50周年

おきぎん経済研究所 設立

みらいおきなわ 設立

美ら島債権回収 設立

おきぎんシステムサービス※設立
※現おきぎんエス・ピー・オー

おきなわ証券※の全株式を取得
※現おきぎん証券

おきぎんリース 設立 

おきぎん保証 設立

おきぎんビジネスサービス 設立

おきぎんジェーシービー 設立

おきなわ
フィナンシャル

グループ

2022
設立1周年

沖縄への想いをひとつに。
地域のために、地域とともに。

沿革

おきなわフィナンシャルグループ 統合報告書 2022 おきなわフィナンシャルグループ 統合報告書 202210 11

経営基盤未来創造に向けた取り組み目指す姿 おきなわフィナンシャルグループについて

1110



 課題解決に向けた取り組み

 人口増減率

 地域ブランド調査

 沖縄県の人口の将来展望と人口増加施策

 観光資源と伝統工芸品の例

 経営環境の認識（沖縄県の現状）

● � �「おきぎんBig Advance」を通じて中小企業のDXを後押し  P27

● ��事業承継、M&Aを通じて沖縄県の事業者の課題解決ができる人材を育成  P15

● �サステナビリティ経営を積極的に推進  P28

● �リスクアペタイト・フレームワークを導入し、将来の収益力低下見込みに対処  P46
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 沖縄県経済の成長の重要課題
● �第3次産業を中心とした産業構造の偏り

第1次・第2次産業の成長促進による、 
観光関連産業を中心とした「受けの経済」からの脱却

● ��更なる観光関連産業の模索
滞在日数長期化、消費単価向上、
SDGsに関連する付加価値向上

● �沖縄県産品の競争力強化
付加価値向上、国内外への販路拡大による 

「攻めの経済」への転換

● ���中小企業の後継者不足
2021年度 後継者不在率73.3％（全国ワースト2位）
事業承継やM&Aの提案、トップライン向上のサポート

● ��県民所得の向上
非正規雇用率の高さ（全国ワースト1位）
被雇用者の処遇改善と労働環境の整備、所得拡大や暮らしの充実

● �子どもの貧困率の改善
相対的貧困率29.9%（全国平均の約2倍）

想定されるリスク

県内金融機関を含めた競合の激化 地域経済

金融環境 当社グループの事業基盤

人口増加、世帯数の増加

デジタル化の進展

 県外他行の進出
 異業種からの参入

 入域観光客数の緩やかな復調
 大型ホテルの開発
 インフラ整備の進展

 低金利の継続  �地域密着・地域貢献の実践
 �お客さまからの信頼に基づく 
法人メイン先、個人メイン先の増加
 �グループでの金融をコアとした 
総合サービスの提供

 2030年までは人口増加
 長期的には人口、世帯数とも減少

 デジタルネイティブ世代の増加
 非対面取引へのシフト
 新たな事業領域拡大の可能性

経営環境の認識 沖縄県の地域特性

沖縄県は、美しい海をはじめとする多

くの自然に恵まれ、豊かな歴史、伝統、

文化を育んできました。自然や「琉球

文化」を感じられる歴史的建造物など

の観光資源が豊富にあり、地域ブラン

ド調査における魅力度は全国３位と高

い評価を得ています。国指定の伝統的

工芸品は16品目あり、全国第3位の品

目数となっています。※

沖縄県は観光業を含む第3次産業の付加価値向上の難易度が高く、所得を上げにくいという構造的な課題を抱えています。人口

減少や少子高齢化などの進行による経済の縮小、気候変動による影響も懸念されるなか、今後のリスク分散を図るためにも、第1

次産業、第2次産業を育てていく必要があります。

　おきなわフィナンシャルグループは、これらの課題を成長機会に、グループ連携や他社との連携強化により、沖縄の課題解決、お

客さまの生産性向上・価値向上に積極的に取り組んでいます。

日本の人口減少が加速するなか、沖縄県は47都道府県で唯一人口が増加しています。2030年までは増加基調の予測で、積極

的な人口増加施策を展開しています。

順位 都道府県名 増減率（%）

１ 沖縄県 0.07

2 神奈川県 -0.01

3 埼玉県 -0.06

4 千葉県 -0.15

5 滋賀県 -0.22

6 福岡県 -0.22

7 東京都 -0.27

8 愛知県 -0.34

9 大阪府 -0.36

10 宮城県 -0.51

全国平均 -0.51

出所：総務省統計局「人口推計」、2021年10月1日現在

順位 都道府県名 魅力度（点）

1 北海道 73.4

2 京都府 56.4

3 沖縄県 54.4

出所：ブランド総合研究所「地域ブランド調査2021」 ※出所：経済産業省「伝統的工芸品指定品目一覧」、2022年3月18日現在

首里城 守礼門 壺屋焼

三線 八重山ミンサー

自然増拡大の取り組み

● 待機児童の解消
● 健康長寿おきなわの推進

安心して結婚・出産 
子育てができる社会

離島・過疎地域の振興に
関する取り組み

● 定住条件の整備
● 特色を活かした産業振興

社会増拡大の取り組み

● 雇用創出と多様な人材確保
● 交流人口の拡大

世界に開かれた 
活力ある社会

バランスのとれた 
持続的な人口増加社会

成長機会

出所：��国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口・世帯数」 
沖縄県「沖縄21世紀ビジョンゆがふしまづくり計画」

豊かな観光資源

47都道府県で唯一人口が増加

2035年
154万人

2050年
162万人

2100年
203万人

目標

おきなわフィナンシャルグループ 統合報告書 2022 おきなわフィナンシャルグループ 統合報告書 202212 13

経営基盤おきなわフィナンシャルグループについて 未来創造に向けた取り組み目指す姿



 M&Aシニアエキスパート資格取得者数の推移  中小企業診断士資格取得者数の推移
 ��預貸金利回りの地銀平均と沖縄銀行の差

おきなわフィナンシャルグループの強み

おきなわフィナンシャルグループは、約8,000社の取引先を有しており、沖縄県内（3行）における貸出金、預金のシェアともに高水

準を維持しています。預貸金利回りは、地域金融機関を0.46％上回っています。

沖縄県を中心とした顧客基盤とネットワーク
当社グループは、銀行業を軸とした金融サービスのみならず、ビジネスマッチング、地域商社、人材紹介など、非金融分野の事業も幅

広く展開しています。更に、沖縄県のサステナビリティ課題を解決するために、業界や地域を超えた連携を積極的に推進しています。

地域を牽引する金融×非金融の総合サービス

当社グループの中核をなす沖縄銀行は、2020年12月に沖縄県より「沖縄県人材育成企業」の認証を受けました。2022年3月末時

点で、M&Aシニアエキスパート230名（全国地銀No.1）、FP1級64名、中小企業診断士34名となりました。

地域事業者を支える多様な人材

当社グループは、沖縄県を中心に、本店のほかに60ヵ所
の支店と4ヵ所の出張所にて銀行および信託業務を行っ
ています。

沖縄県内外に広がる
銀行ネットワーク

60
支店

4
出張所本店

（注）�地銀平均は全国地方銀行協会ホームページ「地方銀行の決算の状況」を基に
沖縄銀行にて算出。

0

50

100

150

250

200

（名）

2020 2021（年度）20182017 2019

230

149153
132135

34333535
32

0

10

20

30

50

40

（名）

2020 2021（年度）20182017 2019

当社グループは、経済産業省が定める「DX 認定事業者」の

認定を受けています。グループ全体でお客さまの DX推進をサ

ポートする人材を育成しており、中小企業診断士資格取得者

を中心にITパスポート※の資格取得を奨励しています。

DX 推進

127名
2022年9月時点

ITパスポート資格取得者数 ※ ITパスポートとは、ITを利活用す
る全ての社会人、これから社会人
となる学生が備えておくべきIT に
関する基礎的な知識が証明できる
国家試験です。

P25デジタルを活用した生産性向上 

シンク 
タンク

カード

サービサー

リース 銀行

地域商社 ビジネス
サービス

証券

保証システム

金融と非金融の融合により
課題解決に向けた

最適なソリューション

業界や地域を超えた連携の事例
（2021年度実績）

● �日本マイクロソフトとの「沖縄地域におけるDX 推進の包括連携協定に関する覚書」締結
● �座間味村との経済活性化に向けた「包括的連携に関する協定書」締結
● �全国の金融機関との連携：「おきぎんBig Advance」

　沖縄銀行 地銀平均 差異

1.56 1.54 1.50 1.45 1.40

1.10 1.05 1.00 0.96 0.94

0.46 0.49 0.50 0.49 0.46

0
20182017 2020 20212019 （年度）

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50
（%）

 貸出金の推移（末残推移）※ ［沖縄銀行単体］  預金の推移（末残推移）※ ［沖縄銀行単体］

 貸出金（平残シェア） ［沖縄銀行単体］  預金（平残シェア） ［沖縄銀行単体］

40.00

45.00

20182017 2020 20212019 （年度）

41.00

42.00

43.00

44.00

（%）

42.33
42.12 42.12 42.10

42.43

40.00
20182017 2020 20212019 （年度）

41.00

42.00

43.00

44.00

45.00
（%）

42.23 42.17
41.93

42.17
42.53

※信託勘定を含みます。※信託勘定を含みます。

■ 生活密着型ローン ■ 事業性貸出 
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損益の状況

自己資本比率

コアOHR

非財務ハイライト　［連結］財務ハイライト　［沖縄銀行単体］

 「おきぎんふるさと振興基金」実績
沖縄銀行は、沖縄の産業・伝統文化の振興、学術研究
に励む方々を支援する目的で、30年以上にわたり助
成活動を行っています。

おきなわの
未来を元気に。

助成金額助成先

294先 1億9,220万円

（注）1991年度から2021年度までの累計

  男性社員の育児休業取得率
当社グループは、有給※による男性社員の育児休業取
得（１ヵ月）を義務化しました。育児への意識改革と、性
別に関わりなく活躍できる組織づくりを目指しています。
※年次有給休暇とは別の制度となります。

未来世代を
みんなで育む。

沖縄銀行おきなわFG全体

100% 100%

（注）�2022年4月から2022年9月までの実績。
増加率は2021年3月末との比較

  女性管理職比率
おきなわフィナンシャルグループは、女性活躍推進法に
基づき行動計画を策定しています。2024年3月末に女
性管理職比率30％達成を目指しています。

働く女性に
追い風を。

沖縄銀行おきなわFG全体

26.7%
（2.3%増）

（68%増）

（1.9%増）

（72%増）

28.3%

（注）�2022年9月末の実績。 
増加率は2021年3月末との比較
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財務資本

● �安定した財務資本：格付A+（安定的）
● �高い自己資本比率：11.09％（国内基準4％）
● �店舗ネットワーク

● ��勘定系システム・アプリの自社開発能力	
「おきぎんSmart」
● �金融×非金融の豊富な知識・経験
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価値創造プロセス

おきなわフィナンシャルグループは、金融と非金融の事業領域でお客さまに感動を与えるサービスを提供し、
地域とともに持続的に成長する総合サービスグループを目指し、「暮らしに、未来に、新しい風」を届けます。
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将来的な人口減少

感染症リスクの拡大

低金利環境の継続

自然災害の増加

県外他行進出に
ともなう競争激化

ESG・SDGｓに対する
関心の高まり

異業種の参入

デジタル化の進展

地政学的リスク増大

ライフスタイルの
多様化

● �環境に優しい地域社会づくりに貢献
● �環境に優しい経営

Environment  環境

● �地域社会との共創
● �次世代への教育

Social  社会

● �コーポレートガバナンス
● �コンプライアンス

Governance  統治

外部環境の認識 経営資本 ビジネスモデル

環境変化に適応した自己変革により、
地域を牽引する金融をコアとする総合サービスグループへ

グループ経営の強化、事業領域の拡大、グループシナジー拡大による中長期的な企業価値向上

レジリエントな
サステナビリティ経営

持株会社化の目的

持続的成長に向けた再投資

ステークホルダーへ
提供する価値

株主

● �豊かな社会の実現
● �県民所得の向上

地域社会

お客さま

● �良質な資産形成
● �課題解決による	
事業継続・業績向上

● �企業価値の向上
● �安定的な株主還元

職員

● �個人のキャリア形成
● �働きがいのある職場

ローン、リース、カード
資産運用、保険
事業承継、M&A、ビジネスマッチング

銀行を中心とした
総合金融グループ

● �グループ経営の強化、事業領域の拡大
● �マーケットインで	
新たな付加価値の創出

地域商社、人材紹介など
非金融領域の拡充

金融×非金融の
総合サービスグループ

● �金融×非金融の融合
● �オープンな協働による	
イノベーション加速

地域の課題解決型ソリューション
新たな顧客体験サービスの拡充

● �金融×非金融の最適ソリューション
● �グループシナジー拡大による	
収益向上

地域社会を牽引する
金融をコアとする
総合サービスグループ

組織能力（Capability）と
事業ポートフォリオの再構築 持続可能な競争優位と収益機会を確保

金融非金融金融非金融非金融 金融

● �沖縄県内における高シェア	
●貸出金シェア：42.10％	
●預金シェア：42.53％

● 強固な顧客基盤：約8,000社

社会関係資本

● 職員数：1,581名
● �持続的成長につながる資格所有者	
 ●中小企業診断士：34名	
 ●  M&Aシニアエキスパート：230名（全国地銀No.1）	
 ● ITパスポート取得者：127名 （2022年9月時点）	
 ● FP１級：64名

人的資本

知的資本

● �美しい海をはじめとする豊かな自然観光資源

自然資本

事業領域の拡大 収益源の多様化 ガバナンスの強化 経営資源の配分

全社戦略で進むべき方向性を決め、
経営資源を適切に配分

銀行中心の発想からグループでの
ソリューション提供に意識変革

DX戦略で新たな顧客体験の	
提供（攻め）、業務改革（守り）
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経営基盤おきなわフィナンシャルグループについて 未来創造に向けた取り組み目指す姿


